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The purpose of this paper is to compare the spondylotic changes in preoperative 

radiograph with osteochondrotic changes, observed at laminectomy, in 83 cases of osteo・

chondrosis cnvicalis. 

In 60 to 70 per cent of the presented ca只どへ osteochondrotic prominences into the 

叩ma!canal were ob町 n・edactually at the operation on the level with the most remarkable 

pathologic changes which could be revealed radiographicallv. 

From this results, it might be considered that the pathological findings shown in the 

radiographs could not always indicate the actual pre旦enceof osteochondrotic changes in 

、omecaメヒs.

The intensity of paraplegia are not parallel to the degree of spondylotic changes in 

radiograph. 

緒言

頚椎の変形性脊椎症性変化i士通常’中年期以後では，

レ線上多少とも認められるもので，多くの場合それは

「r住の年令に伴う一種の生理吋な退行性変化であっ

てF 直ちにそ~1.らが臨11汁1r::i＇・、を惹起するとは考えられ

ていない． ふ頂，頚，肩部の疹痛，上腕神経痛等の

患者にレ線上頚椎の変形性脊椎症性変化を認めたJ為

合p 1n ちにそ~＇・を一次的な原因と速断することは危険

でありp 詳細な症状の分析と鑑別診断を経て，初めて

両者の因果関係が決定されるべきものである．比の事

は腰痛及び坐骨神経痛に関係する腰椎の変形性脊椎症

の場合と同様である．

：顔椎々 間板の退手丁安l"!Jこ基づく椎間板ヘルニア或は

椎体辺縁隆起により p 幸子機管前H/y日l土椎問孔；郊に於い

て脊髄又は神経根が接触障害を受けp 脊髄症状或は神

H恨症状を惹起した場合，之を頭部脊椎骨軟骨症と名

付ける．此の疾患の詳細は第34回日本整形外科学会宿

題報告に店れ、て，近藤教授ほかによりその治療成績と

共に発表された．

此の宿題報告中の観血的治療例83{YUU:, 2例を除き

イi<fi lも脊髄症状を主症状とする症例であって，全例に
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2～7椎（平均I.I推）にわたる村上弓切除術を行い．そ

の大部分は硬膜切開，i"l:i状制，山LJJ断，更に椎（1~1支払降

起或は突出維間板を切除し，脊椎管内の変化を詳細Iiこ

確かめた症例である．

之等の手im時確認した ff何r/i白’｜人JI仏di：と p 術前の単純

レ線像との相関性についてはp 既に宿題報告中にその

要約が発表されている．

本報告は単純レ総像に見る如何の変化がp た阪にと

の程度まで脊髄圧迫障害或は神経線障害の原因となっ

ているかp メ脊椎管内の骨軟骨性変化を判断する上に

レ線所見がどの程度まで指標となり t~｝－るかに ’）し、てP

我々の検索結果を若干の考察を加えて報告するもので

ある．

調査材料

京都大学医＇.＇｛：；＇；｛Af：－形外科学教室及び山口県立医朴大

学整形外科学教半に入院治療した本症患者 108例のう

ち，椎弓切除術により脊椎管内の病変を観桜し，術前

の脊髄J王迫症状が~Ji維の骨！移骨性変化p 即ち +tU1、伐材、

隆起或は椎間板ヘルニアによるものであることを確認

した83例の症例を調査の対象とした．

之等83例の手術前後のし線写真のうち解説に不適当

なものは除外しp 術前前後面，側面像与Li8f凡斜面像

32例を選ぴ，そのレ線学的変化と手術時確かめた局所

病変の状態とを比較し，更に一部のものでは術前症状

とレ線所見との関係をも検討した．例対11(1として既往

に特別の疾患が無く，叉類部脊椎骨軟骨症或は所説鎖

肩腕症候群様の症状を来した事も無く p 正常な日常生

活を営んでいる72名を選んで健康人としF 比較検討し

た両群の年令別分布は表 1に示す．

表 1 調査伊j及び対照例の年令別分布

｜竺査問！？照司－
幻才 ～ 30才 I 3 I o 
31才～ 40才 I 14 I zo 
41才 ～ 50才 1 31 I 20 

51才～ 60才 i 24 I 11 

61才～ 70才 I II I 15 

計 ： 83例 I 12例

頚椎レ線撮影の要領

我々の教室では次のような要領で頚椎レ線撮影を行

っている.I!Pち前後商p 側面撮影とも＇ M!Iにおいて

行うのを原則としているが， V:L立を保つことが出来な
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いもの！-t，坐I立で撮影し，また立位，坐位とも不能の

場~－；－に限って臥位で撮影する．管球と！領椎々体聞の距

離は lmを基準としp フィルムは此れるだけ休に密着

させる．立f立；＜＇.I士坐f立で撮影するときは胸部撮影用の

スタンドにカセッ テを！E'.il'.Lに固定する．前後商撮影の

l~ ＇. i t管球に対面させp 顎を 1/1王く上げた姿勢をとらせ

る．側面撮影の際は両肩を出れるだけ下げ，且後方に

号｜かせる．カセッテの下端は肩外側部に申告着させ．類

占｜；副；；1;1;1:カセ ッテから躍したまま，銀i椎：長軸をカセ ッ

テと平行に位置させる．レ線主軸はフィルムに 垂直

に， Eつ第5頚椎々（j；を通るように照射する．斜面像

はp 患者をフィルムに対面させた位置から右及び左に

各々50度旋回した位置に立たせp 右或は左側背部から

レ線を照射し， 左及び右椎間孔のJ引なを企図した．

レ線異常所見の頻度と手術所見との関係

1. 頚椎の生理的前轡の異常

術前の側面L線像に見られた生理的1ii1刊の交化lゆと

の通りである.RPち68例中，正常の鍔曲を示したもの

は36例（ 5~ ＿＇：） 匂 I, 前fせが増強しているもの 2例（2.9

%J，前轡が減小しP 頚椎全体と してl直線状を呈して

いるもの27例 （39.6%），頚椎副本として後轡を 呈す

るものは 3例 （l.4%）である．

本市：；こ於いてlt ;);JC[；こ述べる如く，病変椎間板i却に

15'.：いて局所的後傍を呈するものが多い．一般に待11ーに

局所性後轡が発生すると，他のおに代償的な前轡の増

強を来すのが普通であるが，本症では代償的前待のi首

強は見られずp 瀕椎の前Hi 坊主小しP 全体としてl（パ＂~＇、

状と急乙傾向が見られる（図 I）.之に対して対照群

では前轡の増加したものは l例も無く 72例中 ti列，

I 9.7%）に前簿の減小を認めたに過きないー

2. 局所的轡幽異常

側面像に於いて， 特定の椎間板部に異常湾曲を認め

たものlt68例中36例＇ 57椎間であって，その内訳は表

2の通りである．局所的後轡を示す ものが多い．

此の局所的な慰曲異常を示した57椎閣の中24椎問

表 2 局所的轡曲異常

局所的に後主君、を示すもの

局所的に前轡を示すもの

異なる＇ ；jl位に前書きと後磁を
同時に託、めるもの

間

間

椎

椎

『’’

n
HV

習

轡

後

前

例

例

例

9

3

4

 

つん

局所的手守曲異常を認めず

不明

29例

3例
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図I Cト 5間I,,)所［内向：c,J. ~＇iifff 

企｛本としては生理的前笥消

失しp 直線状となる．

図2.局所的側轡 図＿3.CH  /llHfil:Jllj¥ ii、小， 前線

及び後赫形成． Cs稚体鱗

状変形

(42.!%J Lこp 手術により村lliiHl:z’宍川えは骨性隆起が

認められている．即ちレ￥~J；ご見る局所的轡曲異常部

とP 実際の権問板突出或は権体後縁隆起とが一致して

いたものは半数に満たないわけである．

3. jQij 盟

側もきは68例中14例（20.5%Jに認められ， 前後簿の

異常より少い. ~泊椎；； ； 1；：体として一方向へ側もうを示し

ているものは 7例，特定の相聞で局所的側惣を示す 4》

のIt5例p 異る部位で反対方向の轡曲を同時に示すも

のは 2例である（図 2）.一方向の側轡を示す12例に

ついて，手術時認めた脊椎智内病そff.在側とレ線上の

轡曲方向との関係を見ると＇ 11吋変｛／（1・側凸の側街、を示

したものy,3例p 健側凸の側轡2f<irj，病変が中央にあ

ったものが 7例でP 両者の聞には一定の関係は見られ

ない．局所的側聖撃を示した 5例の中， 4例ではレ線上

の轡曲宇佐閲板部に手術時骨軟骨性隆起を認めた．

4. 蘇突起亨ljの乱れ

前後街像で，特定の疎突起が側方へ著しく偏位して

いるものは全症例68例中12例(17.6%）でありp 此の赫

突起異常r:':iIii:に手術時病変を認めたものは 6例（50%)

であ；；．対照群では72例中 5例（G.9%）にJ隊突F包列の

乱れを認めた．

5. 椎体の変形

対照群72fJIJについて（〔c，各惟作の高さを計測し

た結果では， Cs及び Cs稚f1~の高さ I t 他に比べてやや

低く扇平であり p 椎体腹側の高さは背側よりも僅かに

低いのが普通である．本症患、者側面像でp 特定の椎体

ふそのf：~Hdif.体よりも著しく扇平となったり，模状を

呈する守の l lJ J らかな ’·~形を示すも，＇／（土全症例68例中26

例（38.2%）， ど何f.(j；、 である．高位別に見るとp C3に認

めたもの 4f剖j，ぐI3 f!ti', c; 15[.:.:;, C,, IO例， c，ナシで

あり3 形の上では扇平化11村u仏模状6椎体＇ :.u杉，

梯形その他が1二機fj；となっている．

これらの変形機体に隣接する椎間板部に手術時病変

を認めたものは32椴休中25椎休（78.1%）でp 比較的

高率に一致している7り之には上下2椎聞が関係して

いることを 切七に人れねばな らない（図3). 

6. 権体のとり

術前側面像で4守＇kの惟ff；，ドr::t：接下位椎体に対してと

っているものはIO例12椎体（前方i二り 8椎休p 後方と

り4村(;(f；、｝である．レつjlもtii体後縁線に於ける正常

＆！助域を越えたものではある：／＞J その程度は軽し外

傷性脱臼に見られるようなl高度のものは l例も無い．

「（.f~j~；＼＇所見と此のズレとの関係、については，此のズレ

の認められた川！立に病変，？γ だ1：~~に存在していたものは

10例中 4例で，他の 6例はレ線上の異常・にも拘らず手

術時ffti(管 Ii川こ異常所見を認めず，病変は他の高11！.に

存在していた．
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図4.3!泊椎生理的前轡の消’lミ，

Cs・6椎休4丘町九 Cs下縁後

線形成著明

図5.c，寸間 （，ヂ！有i結合延長，

左凸側野

図6. (3吋・ト5間椎間孔変形F

Cト7問権問孔に唇状突出

による狭小を認む．

7 権問腔の狭小化

対照群72伊lのレ線側面像に就いてp 椎体中央；＇；1；に於

ける椎間~の高さの平均値は表 3 の通りであって，年

令の増加と共に僅かではあるが狭くなる傾向が見られ

る．此の72例中p 特定の椎間腔に狭小化を認めたもの

は9例 (12.7%）である．

表3 健康人レ級との椎問肢の高さ

C2-3 j C 3-4 C,-s Cs、s Cs-1 Cド D1

6.44 I I I 1 I 
(mm) 6.82 I 6.55 I 6.66 I 7 .46 I 6.87 

本症患者に於いては全症例68例中32例（47%), 40椎

間に明らかな狭小が認められた．この40椎間部の中，

25椎間（62.5%）に手術時骨軟骨性隆起を認めたが，他

の15権問では脊椎管前I笠には突出を認めなかった．

8 前蘇形成

椎休前縁の線形成は， Ji土も目につき易い変形性脊椎

症性変化の一つである．対照群72例中 1ケ所以上に前

線形成を認めたのは39例「5・!.l%） でP C小 5・6に好発

しp 椎休下縁に多く見られる．本症では術前側面像68

例に1沿いて lケ所以上に前牒形成を認めたものは61例

(89.7%）で著るしく高率であり p 平均 2.6椎聞にt沼め

られた．此の61例についてp 手術時に確認した病変と

前練との関係、をみると， 48例（78.6？；）に於いて前線形

成部位に脊椎管前壁の突出が認められている．叉前線

形成は前述の如く平均 2.6椎間に認められているがp

此の48例中の24例では前線形成の最も著明な椎聞に脊

椎管前壁の突出が認められたが，他の24例では脊椎管

内への突出部位と前線の最著明の部位とは一致しなか

った．

9. 後 練 形 成

側面像に認められる後線像には，~（の椎f1：後；日：の骨

性辺縁隆起と，椎体後外側の鈎桜結合，；，；の変形性脊椎

症性変化とが含まれると考えられるが，いづれにせよ

脊椎管前壁の骨性の変化を最もよく現わすものと考え

られる．本症患者側面像68例中58例185.2%）という高

本において，後練形成を認めた. v~ りの 10例は後練を

認めなかったもの及びL線判読不明のものである．後

赫の形は種々であるが，多く l:t fllfド （｛~ ，，の 自）~ f じ f~~ を伴

いp 前線に屡々見られるような常時状，或は島型を呈

する事は少い．此の後線形成を認めた58例について，

脊椎管前壁の手術時所見と L線上の後牒との関係を見

るとp

・病変椎間部にレ線上後赫形成あり ーー・・・44例
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・1,;J '1,ttji，山部；にレ線上後線形成認めず・・ 5例

・レ線所見不明 － 一.....・ 9例

計 58例

であり＇ 44例（75.8%〕に椎体後縁の隆起を認めている

が， 5 例では肉！IF~ （ r＇、Jに 1w:1；をを認めた椎間とレ線上骨性

椎体後縁隆起の存する椎聞とは高位が一致しない．

j並市，レ線上の後赫形成は I椎間のみではなく 1～

5椎間（平均3.0椎間）にわたって認められている．今

上記41何について後牒形成が最も著明tJ椎閉を選びp

之と手体時認めた脊椎管内病変部位との関係を見る

とF

・最も著明な後線形成部f立を病変を認、む・・・28例

（図 5)

13. その他

塊椎形成は68例中 3例に認められたがy 何れも先天

性崎形と考えられろ味付lて，本症とは無関係と思、われ

るものであった．

項中隔石灰化は全症例68例中13例（19.19五）に認めら

れF 対照群の72例中 8例（11.1%）に比しやや多い．

骨萎縮或は骨粗怒は 68例中 3例に認められたのみ

で，何れも軽度のものであった．

14.斜面像

32例について術前斜面像を観察した結果p その中28

例（87.5%）に 1ケ所以上の椎問孔異常を認めた．椎間

・病変存在高位以外のi'il；にむしろ 孔の ＇｛4’，；；；；にはp 作之祐；聞に於ける形態の変化，変形性

著明な後線形成を認、む e ・e －ーーー • 16例 脊椎症性変化p 狭小等を含めた．手術時に認めた病変

であって， 63.6%のもので両者が一致しておりp 前疎 の存在高位と椎問孔異常との関係、は次の通りであろ．

よりも合致率が高い．しかし 36.4%のものでは両者は ・病変高位の椎間孔にレ線上異常あり・・…・22例

一致しておらずP レ線上後料形成のJ1lも著明な部位に ・病変高位の椎間孔にレ線上異常認めず • 10例

常に脊椎管前壁の膨隆が存在するわけではない． 計 32例

対照群では72例中36例（50%) ~こ（ i~1ji中形成を認めて 即ち22例（68.7%）に病変仔在高位の椎間孔異常を認め

し、る. tこ．

10. 後縦靭帯化骨像 叉p 術前の頚肩腕痛と椎間孔異常との関係、は表4の

68例中8例(11.7%Jに見られた. 2椎にわたるもの 通りであってP 両者の間に特に有意な関係は認められ

2例＇ 3椎 3例＇ 4椎 1例＇ 5椎にわたるもの 2例 ない（図 6). 

でy いJ寸1Lも上f、＼：

の所見を認めた症例は無かった．

11. 椎体後縁の硬化

側面像に於いて椎作筏縁は前縁に比し正常像におい

ても幾分濃厚な像を示すがp 本症では限局性にy 戎l士

JI( Hiにわたって特に硬化した像を示すことが多し全

症例68例中56例（82.3%）に之が認められた．対照群で

は72例中13例(18.1%）に認められたに過きないがp 年

令の地加と共に出現頻度が楢加する傾向を示してい

る．

12. 鈎椎結合部

術前の前後面レ線像で lケ所以上の鈎椎結合；＇；↑［；（こ硬

化，延長その他の変化を認めたものは全症例68例中62

例（91.1%） でありp 平均 2.6椎聞に認められた．上位

並びに下位飯村（＇ではレ線軸に対して椎休が傾斜してい

るためp }'j村1結合部の所見の、問然としない例が多い

がy 本変化は変形性脊椎主lれを：化としては発現率の高

いものと考えられろ． 子術により病変を認めた77椎問

においてp 術前レ線上鈎椎結合部に変形』陀脊椎症性変

化を認めたものは52椎問（67.5%)-r.ある．対照群では

72例中 18例（25%）に変化を認めているに過ぎない

表4 レ線上の椎間孔異常と頚肩腕痛

椎間孔異常

あり

なし

術前疹痛あり ｜術前疹痛なし

8例 I 20例

2例 I z例

総括並びに考察

脊椎後部の骨軟骨性隆起により脊髄麻痔症状発生す

るにはp 種々の悶子が介在していると考えられP 論議

の£る所であるがp 我ぞは脊相会’rliJl1；：の隆起が機械的

な圧迫を脊髄実質に及I＇：？すことのろによって P ［在ちに

脊髄症状を惹起するものではあるまいと考えている．

しかし乍らP 水症のゐiう；的原因が「f椎の骨軟骨性隆

起a 更に遡って椎間板及び頚椎の退行性交化にあるこ

とに異論は無い．又我々は全手術例の 7%；こ，骨軟骨

性隆起によ；＇， fh'liii前面の圧痕を観察している所からP

なかにlt (f1!ilr' l 'i"[ ;); 1r（援に圧迫されて起る麻期も存在

し件ろと考えられる．従っていけのl《lil1Jちならず治

療に当って'¥J，頚椎の変形性脊椎症性変化の程度及び

部位を知る上にp レ線像の解説は重要な役割を占め

る．我々は木症脊髄症状例の術前レ線像に見られる諸
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表5 頚部脊椴骨軟骨症におけるレ線異常所

見と病変高位との関係、

「（，l:jc ,;.2. めた
レ線上の異常所見 発 f見率 Ji'J {2,:':jf ,'1との

適中率持

生理的待局の異常｜ 47,0% 

局所的持局異常 ｜ 52,9°己 42,J % 

側 萄 20,5°ム 80,0% 

車車突起列の不整 l7.6°o 50Mo 

椎休の変形 38,2% 78.1% 

椎体の上り 11.7% 41.6% 

椎間睦狭小 47.0°占 62.5% 

前線形成 89.7% 50.0°0 

後 線形成 85.2% 63.6% 

後縦靭帯化骨 11.7% 

椎体後縁の硬化 82.3% 

鈎椎結合部異常 91.1% 67.5% 

項中隔石灰化 19.1% 

骨萎縮 4.4% 

椎間孔狭小 87.5°0 68.7% 

＊各項参照

変化p 及び之等と手術時に確認した脊椎管内所見との

関係について検索を行った．その結果を要約すれば表

5の通りである．

・変形性脊権症性変化と臨床症状について

顕惟の変形性脊椎症性変化l土生理的退行現象として

年令の増加と共に高率に認められるもので， Horwitz 

は平均年令56才のk-Uイφ（）休においてP その769五に!i'Ji椎

のSpondyIasisを認めていら．しかし乍らP 此の様な高

い出現率にも拘らずp 脊髄或は神経根の障害されてい

るものは遥かに；J／い.s 》uthernCalifornia Permanente 

Health Insurance Planによると p すべての年令p 種族

を含む22万人においてP 顕椎の変形性脊椎症性変化に

より神経症状を惹起したものは僅かに63人であるとい

う．変形性脊椎症性変化の発生；%1立に関しては， ノミ

室P Friedenbergの無選択な凶作検索によればp 頚椎

々関板の後方突出頻度は第5～6頭椎聞にやや高い程

度てp 各権問に臨床例ほどの差は無いという．しかし

我々の手術例におけるレ線’γ（I'~険主将ではp 全例頚推に

変形性脊椎症性変化を認め，その変化はじ→聞に最

I，頻発し，次いで（、1-5・ （、ト7, C3叶，（＇~－3 の順となっ

ている．即ちP レ線上に見る安形性脊椎症性変化の，：¥)j

位別頻度と p 手術で認めた病変の高位別頻度とはほぼ

一致しているわけである．

之等の症例のレ線上の異常所見を表5の如く分類し

て検討してみると y 本川例では健康人に比し全ての変

化についてp その発現率のかなり高いことがわかる．

しかし之等の変化自体は本質的には健康人；こ見られる

変化と同質のものであってp 脊髄P 神経机f

る瀕部脊椎骨軟骨症に特長f内なレ線変化とし、うぺきも

のは無い．又レ線像に見る見かけの骨性変化の程度と

臨床li1A.I：の程度とは一致しない場合が多い．ス M.1c

Raけこよれはp 変形性脊椎症性変化を呈する健康人の

ミエログラムでもp 顔椎：，・；1；，こ屡々 前方からの圧迫像と

認める場合があると指摘しておりp 頚椎単純レ線像の

変化のみを以てp 本症のl臨床症状を推定することは困

難である．

脊椎後部の骨軟骨性隆起により脊髄症状が惹起され

る機転についてはp 隆起による前方からの偽械的圧迫

によるという説p 歯状靭帯の牽引力により脊髄の変性

を起すという説，前脊髄動脈或は根動脈の圧迫による

血行障害を重要視する説等があり p 未だ完全な見解の

一致を見るに至っていない．何れにせよ骨軟骨性隆起

の大きさのみでなく p 脊椎管腔の各個体による大きさ

の差異，或は脊椎管睦と硬膜睦p 脊髄実質等の相対的

な解剖j学的関係p 叉！血管の変化の有無，程度等が大き

く関与しているように店、われ石 又二次的に起る蜘l網

膜b 或は脊髄浮腫等1，，臨床症状の程度，多様性に

或程度の関係を持っているのではあるまいかと考えら

hる．

・レ線像の変化と手術時認められた骨軟骨性隆起

との関係

本症の脊髄，神経根症状の発現に二次的条件が必要

であるとしても p 脊位管内への骨軟骨性隆起はその一

次的原因であり p メ手術に当つては侵襲すべき高位を

決定する上山レ線像から実際の脊椎管内病変の状態

を推定しNるか否かは重要な問題である．レ線的に此

の変化を最も忠実に示すと考えられるものは椎体の後

線形成である．我々の調査成績でほp 手術時認められ

た脊椎管前壁の隆起が，レ線上後線形成の最も著明な

割；｛立に一致していたものは 63.6%であり p 残りの 36.4

%のものでは L線上後赫形成が最も著明な部位には外

見上隆起を認めずp 実際の隆起は他の川f1／：に存在して

し、7ニ．

此のようにレ線所見と手術所見の一致しない理由と

してはp 次のよ弓なことが考えられるであろう．手術

時に認められる顕椎々付、の後方辺縁隆起はp 骨性隆起

のみならずそれを蔽う線維性組織及び後縦間帯から出

来ており p 比の両者の割合l士一定しておらずy 骨性の
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図7.a C4－；間に軽度の維閉経狭小

を g認めるがp 定Jf~間二脊椎症性変

化は Cs-6聞に最も著明である．

降起程度と線維組織の増殖が必ずしも平行していると

は限らない．役：nーした椎間板は骨！隊形成の程度とは無

関係、に突出し得るもので，骨線形成の程度と椎間板の

後方への高まりが必ずしも平行しているわけではな

いー之等の 突出軟’骨組織1：： 高度に石灰化されない限

l〕p 単純レ線像には出現せず，.ij'r.I・こ骨性隆起の大き さ

のみがレ＊4¥(1'

側部の骨性隆起は側面レ線t富Eでは椎体後縁上に投影さ

れ，真の後縁隆起と判別し難いことがあるがp 比の部

の隆起は脊髄に直接圧迫を加えることはなし 椎弓切

除術によって得られる視野中には出現しない場Ctがあ

り得る．

此のように単純側面レ紙像においては，椎休後縁部

は前述の如く多Jj有｝，＇，合 l札椎間関節等と重なって投影

されp その各々を判別することが困燥な場合があるの

で，我々は此のような場合には側面｜断層撮影を行うこ

とにより屡々祁1卒後事J什’1j咋の鮮明な造影に成功してい

る．しかし，なお上述した諸極の理由により単純レ線

像から実際の脊椎管内骨軟骨性隆起を診断することに

は限界が1存在すると考えられる（図 7a.及びb.).

・レ線像による病変高位訟断

本的＇，！J：佳のレW.f象における1.tif＇性 子r州症性変化Ii,

図7.b 同例のミエロ ゲラム.c←5 

問に所見｜湯性であり，内、6聞

に！士異常を認めない．

通常はれ付i，時には全預椎にわたって認められ， しか

も各椎聞において様相を具にしている場合が多いか，

個々の症例についてレ線上特に変化の著明な椎関を選

ぶことは困難ではない 変形性脊椎症性変化の代表的

なものとしてP 椎間板狭小と伐料形成の程度とを目標

とし， その最も控明な部位を！叱ぴ，本l,'1＿例における高

位別頻度を見る と表6の通りである．この分布頻度と

手術時確認した病変存在部の高位別頻度とを比較して

みると表6に見る如しその分布はよく一致してい

る．

本1,(ff悩l"I'代｛刊においてF レ線学的な病変高位診断

の目安として日3 表 5に示した所から，椎閉経狭小，

表 6 レ線異常所.＼l.If;びに手術時確認した病

変の高位別頻度

レ線 異常所 見 手術時確認、
一一 lした病変存

｜椎閉経狭小 Y形成量！禍証

C2、3 5.0°,; 3.1'3五 5 0~ 

C3吋 12.5°& 11.5% 16°0 

C4-5 22.5% 20.3% 24°0 

Cs、6 45.0% 46.8°,; 41% 

c6、7 15.0°0 17.1% 11 °O 
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後赫形成p 鈎椎結合部異常p 椎間孔狭小等が比較的信

頼しうるものと言えようがp 病変高位診断の合致率は

向いものでも60～70%である．局所的側轡及び椎体変

形の適中率はより高率を示すがp 前者は頻度が少し

後者は上下2椎聞が関係するので信頼度は低いと言わ

ねばならない何れにせよp 個々の異常所見から病変

部の状態を推定することに既に述べた通り困難と考え

られるがp 実際に脊髄を障害している頚椎病変高位

はp 全頚椎中p 変形性脊椎症性変化の最も著明な部位

に一致することが多いと言うことは出来よう．

結 三五
ロロ

椎弓切除術によって脊椎管前壁の骨軟骨性隆起の存

在を確認した頚部脊椎骨軟骨症脊髄症状例83例につい

てP 術前の単純レ線像に見られる変化p 並びに之と手

術的に認めた病変との関係、について検討した．

本症頚椎のレ線所見は健康人に見られる変形性脊椎

症性変化と本質的には同様のものであり，単純レ線像

から臨床症状の程度を推定することは困難である．脊

髄症状例では頚椎病変の高位診断上p 単純レ線像の変

化は60乃至70~五の適中率を有しp 全般的には変形性脊

椎症性変化の最も高度な部位に病変の存在することが

多い．しかし逆に．変形性脊椎症性変化の高度な部位

が常に頚椎病変存在高位と一致しているわけではない

からP 之等の所見は高位診断上一応の目安とすること

は出来るがp 最終診断は此の他p ミエログラムF ディ

スコグラムp 神経学的諸検査等を広く行って慎重に決

定しなければならないー

稿を終るに当り p 御指導御校閲をいただいた近藤鋭

矢名誉教授，服部奨教授に深謝致します．
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